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たため、証券市場における取引高の著しい増大に伴い、昭和 47 年（1972 年）から全面的
に実施された証券振替決済制度の下でも、期末等の権利行使時点に、株券を集中保管して
いる中央預託機関から参加者である証券会社に株券を返還し、顧客名義に書き換えるとい





































制度であるNotice and Access Rulesを検討し、わが国の電磁的方法による招集通知等の提
供方法のあり方について考察する。 





























































































































筆者は、Legal Certainty Group 勧告後の、EU における証券法指令提案の準備状況にも
触れる。金融危機発生後の金融システム安定化を迫られたこともあってか、現在も指令案




































































むをえないところもあるが、Legal Certainty Group の提案内容の紹介に留まっており、その問
題点を論ずるものとなっていないことも、不十分な点と言える。 
さらに、議決権以外の株主の権利行使にかかる問題、日本においては個別株主通知の問題
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